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要約 
明末中央財政史の研究 
――戸部の構造と権限を中心として―― 
歴史科学専攻 時堅 
周知のごとく、一六世紀から中国社会経済は世界史的変動の影響を大きく受けている。
その内、特に注目すべき点は、グローバリゼーションの衝撃の中で、銀の大量流入が中国
の本位貨幣を銀両、また補助貨幣を銅銭とする貨幣体制の成立を促したことである。こう
した時代の変化に対応すべく、明朝は万暦九年（一五八一）に全国へ施行された一条鞭法
など徴税制度を含む一連の財政改革を行った。それも従来の研究では焦点を置いていると
ころである。だが、万暦初期以降、即ちポスト張居正時代、財政改革による財政管理の実
態について言及されている研究成果は少ない。つまり、明末財政管理についての理解不足
は諸先学になお見受けられる。したがって、天啓・崇禎時代の史料を分析する際に、誤読
が生じてしまった。 
本論では、ポスト張居正時代において明朝財政制度がどのように発展していくかを問題
意識とし、明末の中央、特に戸部の公文書（李起元『計部奏疏』、畢自厳『度支奏議』）を
駆使し、財政管理を掌る戸部の職掌、財政収入を確保するための考成法の実態、兵餉支出
の把握を担当する戸部の辺鎮出先機構である餉司の役割を検討することで明末財政構造
の解明を試みる。 
序章では、まず財政管理を掌る戸部の職掌、及び財政支出の管理の面から先行研究を整
理・分析した。結果としては、明代官僚制度研究の全体については、内閣・督撫・科道官
といった明代を特徴づけるとされる官職・機構に関する研究が圧倒的に多い一方、戸部の
事務方たる清吏司の職掌などに関する研究は依然として概説的段階に留まっている。財政
収支に関する先行研究では遼餉収支の規模にしか重点を置いておらず、明末に財政収入を
確保するために作られた考成法、及び辺鎮軍事費を安定的に配分するために設けられた餉
司についてあまり言及がない。 
続いて、本論の中心史料である『度支奏議』と『計部奏疏』を紹介した。『度支奏議』
は、崇禎初期の戸部尚書畢自厳が任官期（一六二八～一六三三、即ち崇禎元年～六年）に
崇禎帝へ提出した公文書をとりまとめたものである。その構成については、「堂稿」二〇
巻、「新餉司」三六巻、「辺餉司」一一巻、「山東司」七巻、「浙江司」一巻、「湖広司」二
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巻、「四川司」五巻、「江西司」一巻、「広東司」一巻、「広西司」四巻、「雲南司」一七巻、
「貴州司」二巻、「福建司」四巻、「山西司」二巻、「河南司」一巻、「冊庫」一巻、「陝西
司」四巻があり、あわせて一一九巻となり、凡そ一九五七本の上奏文が収められている。
「堂稿」は、畢自厳が戸部堂上官の戸部尚書として、戸部の事務方たる清吏司の前例調査
などを経ず、直接提出したものであり、「新餉司」以下は、それぞれの清吏司が前例調査・
提案を行い畢自厳へ報告した上で、彼が皇帝へ提出したものである。畢自厳は国家の田賦
を整理し、元々『賦役全書』の作成を志したが、結局『賦役全書』を完成することはでき
ず、『度支奏議』を編集した。その内容に関しては、土地税、塩税、関税、捐納、漕運、
兵餉、考成など、即ち財政の全般に触れているため、明末財政の実態を解明するために必
要不可欠な史料である。 
『計部奏疏』は、天啓年間の戸部尚書李起元が天啓四年（一六二四）十一月から六年（一
六二六）七月まで、戸部尚書を務めていた際、提出した上奏文を取りまとめたものである。
その一〇巻については、巻一「堂稿」、巻二「山東司」、巻三「新餉司」、巻四「新餉司」、
巻五「新餉司」、巻六「福建司」、巻七「貴州司」、巻八「雲南司」、巻九「四川司」、巻一
〇「浙江司」・「湖広司」・「陝西司」・「広東司」・「広西司」・「河南司」・「山西司」・「冊庫」
から成り、凡そ二五三本の上奏文が収められている。文集の体裁から見れば、『度支奏議』
とほぼ同様である。収められている上奏文の量については、『度支奏議』に比して多くな
いが、補足史料としてはかなりの価値がある。 
序章の最後では、明朝官僚制度の中で、重要な官庁及び本論と関わる官庁に関する職掌
や特徴などを総括した上で、上奏文の処理プロセスを簡単に説明した。 
本論の構造について。第一章では、先学の見落とした黔餉、即ち四川・貴州に起きた奢
安の乱を鎮圧する軍事費を中心として、明朝が内憂外患に向けて、軍事費をどのように割
り当てるかを分析することで、明末財政管理の特徴を明らかにした。続いて、第一章で解
明した特徴が明末に現れた要因を各方面から検討する。詳細に言えば、第二章では明末戸
部清吏司の職掌を中心として財政管理の発展を検討した。第三章では、天啓・崇禎時代に
おける考成法の内容を把握し、先行研究による考成法についての評価の齟齬を解明し、財
政の収入面から財政管理を検討した。第四章では、戸部による辺鎮餉司の実態を解明し、
財政の支出面から財政管理の発展を検討した。付論では、天啓・崇禎期の捐納を検討した。
終章では、前述の四章で解明したことをまとめ、明末財政管理の構造ないしは中央財政権
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力の性格を指摘した。 
具体的に述べると、第一章では、先学の見落とした黔餉に関する管理の実態を解明した。
まず明末史料に見える兵餉の意味するところを確認してきた。明末の兵餉は主に二つのカ
テゴリーに分けることができる。一つは内地の兵餉であり、もう一つは九辺地帯（北方辺
鎮、即ち長城ライン）の兵餉である。内地の兵餉については、史料において主に「地名の
略称＋餉」という形で表記されている。例えば、秦は陝西（陝西承宣布政使司）の略語で
あり、秦餉は陝西で支出、または徴収される兵餉を指す。そのほか、楚餉（湖広）・蜀餉
（四川）・滇餉（雲南）などが存在していた。もう一つはその地域から供給される軍事費
を指すケースである。それに対して九辺地帯の兵餉は主に旧餉・新餉によって構成されて
いる。黔餉とは、奢安の乱を平定するため特設され、貴州を中心とする西南方面で支出さ
れた軍事費である。奢安の乱とは、明末天啓元年から崇禎三年まで、奢崇明・安邦彦が四
川の永寧・貴州の水西で反乱を起こし、四川・貴州・雲南にまで波及し、最終的には総督
朱燮元により平定された土司反乱である。奢安の乱が対後金戦争と同時期に発生し、それ
が約十年間にわたったことを考えれば、この反乱は明朝の危機に拍車をかける重大な事件
であった。そして反乱平定のために年間約一〇〇万両の支出規模を有する黔餉の捻出は、
重大な財政問題へと発展していったのである。 
また、黔餉は奢安の乱を平定するための、貴州の名を冠した軍事費であるにもかかわら
ず、貴州当地が貧窮地域であったため、その財源はほぼ貴州周辺の地域から支援されてい
た。黔餉の財源には、西南四省（四川・湖広・雲南・広西）における遼餉加派・雑項、及
び湖広の南糧改折、塩税、捐納などから得られた収入、さらには内帑・戸部太倉庫など中
央からの支援までが含まれる。さらに黔餉の内実は大きくは安定的な財源、不安定な財源
に分けることができる。安定的な財源には西南四省の遼餉加派、湖広の南糧改折が含まれ
ている一方、不安定な財源には遼餉雑項、塩税、捐納などが含まれていた。 
そして中央の戸部による黔餉の管理は、戦争の前期には、戸部が帳簿を管理しているの
みで、支給額の調節がすべて現地の巡撫・道臣の手中にあった。後期には、奢崇明・安邦
彦の敗死による西南の情勢好転につれて、地方の軍政・行政権力を握っている総督が戸部
に請求し、それが裁可された上で、はじめて黔餉を利用できるという情況に変化した。つ
まり、黔餉に対しては、終始戸部の判断で予算配分を決定できていた。このような事実は、
戸部は西南の反乱を一日も早く平定するため、支給額の多寡などを調節する権限を一時現
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地官員の手に委ね放任していたが、平定の兆しが見えさえすれば予算配分の決定権を随時
に取り戻すことができたことを示唆している。このことから、奢安の乱における黔餉の徴
収や分配には、終始中央の承認が必要であったと結論づけた。 
第二章では、明末における戸部各清吏司の職掌を把握した。まず戸部十三清吏司に関す
る設立と人員構成を検討した。戸部の構成は、洪武五年（一三七二）の総部、度支部、金
部、倉部の四官庁から、宣徳十年（一四三五）に、十三の清吏司まで改編された。万暦期
の戸部尚書王国光の戸部改革以前には、各清吏司の管轄範囲は基本的に省の範囲という地
理条件に基づいて明朝の財政任務を分担していた。北直隷・南直隷における府・州・衛は
それぞれの清吏司に雑然と分配されていた。また塩課、関税のような財政の専門項目は関
わる省が単一の省ではないため、各清吏司に責任を持たせる際にはやや行政効率が悪かっ
た。だが改革の後には、北直隷、南直隷の財政を福建清吏司、四川清吏司の管理としたば
かりでなく、財政の専門項目をも特定の清吏司へ帰属させた。こうした改革は、諸々の清
吏司の責任範囲を明らかすると同時に国家財政管理の専門化を促進することになった。し
たがって、万暦三年の戸部改革は洪武二十三年に戸部が総部・度支部・金部・倉部から十
二部に分けられて以来、最も重要な改革と言えよう。 
つぎに『実録』や『会典』から戸部人員の沿革を確認することで、戸部においては、主
事・郎中の規模が軍事活動の頻発によって拡大してきたことが分かった。とりわけ増設さ
れた郎中の事例から考えると、嘉靖年間以降の頻繁な軍事活動は財政管の専門化をも促し
たことが窺えるのである。 
また『度支奏議』に収められている上奏文を、各清吏司が処理していた財政項目に従っ
て、整理・分類することで、十三清吏司が万暦前期以降担ってきた業務の内容、及び重視
した方面を分析した上で、職掌の発展を検討した。特に『万暦会典』に見えない従来の十
三清吏司の職掌、および泰昌・天啓年間に新設された新餉司、冊庫司、辺餉司の職掌を明
らかにした。山西清吏司は捐納の制定を掌り、広東清吏司は戸部内の人事を管理している。
新餉司は新餉、辺餉司は旧餉を専ら管理しており、冊庫司は全国税金の徴収状況を把握し
戸部の中の会計部局のように存在していた。以上の三者はいずれも従来の十三清吏司と比
べて、非常に重要な地位を有していた。 
本章の分析をまとめると、業務の多忙による主事の増加、及び業務専門化的性格を持つ
郎中の増加という傾向は明代を通じて、持続的に表れていた。とりわけ明末に至ると、遼
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餉即ち東北部における清朝に対する防衛の軍事支出は明朝財政にとって最高度の重要性
を持ち、国家が行なったすべての財政政策は遼餉を中心として運営された。こうした膨大
な軍事支出にうまく対応できるように、財源は稠密に、また厖大になるよう模索され、戸
部による財政管理の効率化が必要とされるようになった。こうした情勢こそが戸部の部局
の拡大そしてそれぞれの清吏司での財政管理の専門化を促した。実は、「堂稿」に基づき
財政データを処理した際に、緻密で実務的な方法をとることこそが明末の特徴の一つであ
る。本稿で述べた戸部の職掌の変容はそのような明末的特徴の発露であったと言える。総
じて言えば、万暦前期以降、戸部の各清吏司は担当地域の財政、即ち本省財政ほかに、専
門的財政項目も分担しており、そのうえこの財政項目は時期が進むにつれてより細密化
し、また専門化していった。したがって、戸部清吏司の財政管理が専門化・細分化した傾
向は第一章で述べた明末財政管理強化の基盤の一つとなったのではないとなった可能性
を窺わせる。 
第三章では、天啓・崇禎時代の考成法の実態を明らかにした。まず張居正死後に廃止さ
れた考成法の復活について先行研究の問題点を指摘しつつ再検討し、考成法の復活が天啓
四年（一六二四）にあったこと且つ当時の戸部尚書李宗延と非常に深く関わったことを解
き明かした。そして考成法の復活の背景を検討した。天啓年間には、明朝が東北で敗北し
たのと同時に、内地の西南地域でも土司による大きな反乱、即ち奢安の乱が発生した。明
朝の官僚らはこの二つの大きな反乱に直面して、張居正の考成法を徹底的に実行してこ
そ、はじめて財政収入を確保できるようになると考えた。つまり、明朝は様々な反乱に直
面して、財政上の理由から考成法をどうしても行わなければならなくなった。 
続いて考成法の税金項目、処分基準、対象官員、プロセスを分析した。考成法の対象と
なる税金項目は、京運年例銀以外に、民運銀、遼餉土地加派、遼餉塩税、遼餉関税、遼餉
雑項茶課、金花銀、捐納、南糧改折なども含まれている。詳細な処分規定は少し異なるが、
すべての項目は殆ど京運年例銀をオリジナルとして決定されたものである。処分基準につ
いては、滞納した税金の量に応じて官員を処分する。その受けた処分は官員の官途に影響
する。考成法によって評価される地方官には布政使司・府・州県の掌印官（事務代理）と
管糧官が含まれる。考成法のプロセスとしては、滞納が発生すると、徴税を担当する官員
が巡撫・巡按の弾劾をうけ、戸部がその弾劾を確認し処分の案を吏部へ送り、吏部が人事
処分を行う一方、処分を受けた官員は滞納税金を後納すれば、その後納を巡撫・巡按が確
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認し戸部へ報告し、戸部が再確認し吏部へ報告し、吏部が処分の取り消しを行う。その分
析より、万暦三十八年から崇禎初年にかけて、考成法の管理下に置かれる項目がいよいよ
多くなり、実行方法がますます厳しくなった。そして同時に、地方官にかけた圧力も次第
に大きくなったことが了解されよう。万暦末期以降の統治・財政危機の背景のもとに、張
居正死去とともに廃止された考成法は、天啓四年には復活し、崇禎初年には全面的に強化
された。 
また崇禎辛未大計、鄭友玄処分事件を事例として、考成法の運用実態を検討した。崇禎
辛未大計の分析により、考成法が従来の地方官の考察（大計）と繋がるため、官員は考察、
及び考察の直後に行われる考成に合格してこそ、自分の官途をはじめて確保できるように
なることがわかった。つまり、考成法は、従来の考察制度と組み合わさって、相互補完的
な制度を形成し、明朝官僚社会に深く浸透していた。また鄭友玄処分事件により、考成法
はすでに考満、考察のみならず、エリートコースの「考選」にも浸透していたことも了解
される。 
第三章の分析をまとめると、考成法は天啓四年には復活し、崇禎初期には全面的に強化
され、明朝中央は考成法によって、地方官が何よりも重視する官途をコントロールし、地
方官へ巨大な圧力をかけることによって、地方財源を確実に掌握するようになっていたと
結論づけた。 
 第四章では、戸部管糧官が辺鎮における兵餉管理に役割を果たしたことを中心として、
明朝による九辺鎮兵餉の管理の実態を検討した。明代最末期に戸部餉司が発展してきた基
本状況を整理し、この時に設立された餉司、及び餉司を務める官員の肩書を把握したまず
戸部管糧官の呼称が管糧郎中から餉司へ変化したことを把握した。九辺鎮とは、遼東・薊
州・宣府・大同・山西（偏頭関、あるいは三関）・延緩・寧夏・固原・甘粛から成る。そ
して北京の近くには、さらに北直隷の永平・密雲・昌平・易州が設けられた。 辺鎮兵餉
の管理については、最初は総兵官が掌っていたが、後に文官の巡撫が軍務を兼ねるにつれ
て、総兵官はその管理権を次第に失うこととなった。戸部がはじめて直接官員、即ち管糧
郎中を派遣し辺鎮辺餉の管理に参与させることは英宗初期にあった。そして万暦年間か
ら、「管糧郎中」は「餉司」へ次第に発展した。なぜならば、明末北辺における非常に激
しい戦況のもと、戸部は常に郎中以下の属官（員外郎、主事）を多く派遣することになる
ため、管糧郎中の呼称がもはや適当ではなくなったからのである。 
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また対後金戦争において、軍事費や物資などに関する運送・配給を担当しやく活躍して
いた餉司の実情を分析してきた。遼東における山海餉司・寧遠餉司・東江餉司はみな後金
の防衛体制の最前線にあり、取り扱われる兵餉は遼餉（新餉）である。したがって、この
三つの餉司に関係する史料は、『度支奏議』「新餉司」に多く収められている。そして漕
運と関わる天津餉司と通州餉司である。天津餉司については、明朝が天津巡撫を設ける同
時に、戸部も属官を派遣し兵餉の管理や運出を担当させた官庁である。さらに、崇禎三年、
天津に陸運餉司を設立し、戸部山東清吏司姫文郁に任命し、兵餉の陸路運送を専管させた。
つまり、崇禎三年から天津には戸部の餉司が二つ存在しており、一つは海路、もう一つは
陸路による兵餉運送を担当していた。通州餉司には、餉司責任者としての郎中がおり、郎
中の監督下に、員外郎が通州にある倉の管理を負い、穵運主事が前線に軍需を送ることを
担当していた。通州餉司は明末の産物ではないが、天津餉司とともに、遼東防衛体制にお
ける後方勤務の役割を果し、前線で戦っている兵士に軍需を絶えず提供し、北辺防衛体制
の中で、とうてい無視できない地位を占めていたのである。 
第四章の最後では、山海餉司を例として、餉司の職掌を分析し、兵餉分配における餉司
の役割を論じた。総括的に言えば、餉司は辺鎮における屯田・京辺年例銀・民運・捐納・
漕糧・召買に関する管理、及び辺鎮銭糧の配分を担当していた。兵餉の分配には、地位が
高く権力が重い総督・巡撫も餉司によって牽制されていた。つまり、明最末期には、戸部
が辺鎮へ多く官員を派遣し兵餉を管理監督させることで、明朝は北辺軍隊の命脈をしっか
りとつかんでいた。したがって、明最末期には、頻繁に激しい戦争があっても、辺鎮が軍
閥化し、或いは中央管轄を離れる傾向を見出さない。 
付論では、崇禎期の戸部尚書畢自厳の上奏文を中心として、天啓・崇禎期の捐納の内容
を検討した。捐納とは、捐官あるいは「売官鬻爵」とも呼ばれる制度で、一般に政府へ財
貨を納入して官職を得ることである。実は、捐納の歴史は、遅くとも戦国時代に遡ること
ができるが、制度として登場したのは、明代中期の景泰年間であった。 
明末の上奏文にあらわれる捐納は大まかに三つの種類に分けることができる。それは、
官立学校の学籍、官僚となるための任官資格、ポストの変更・獲得である。前両者は、俊
秀などの民間人を含めて生員、監生、即ち官僚の身分を持たない者である。後者は、現職
の官員、即ち官僚の身分を持つものである。中でも、「即選」の捐納に注意すべきである。
先行研究では、明清の捐納制度を考察する際、捐納で獲得できるのが任官資格にすぎず、
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すぐにそのポストに就任できず、言い換えればポストを購入できないと述べている。し
かし、崇禎時代の「即選」は、捐納でポストに就任できると見なせるのではないか。そ
れは明朝滅亡の直前のことであったが、官僚社会への影響を見落すことができない。 
以上の考察の結果を踏まえれば、次のように明末財政管理の性格を総括できる。 
 明最末期は、奢安の乱、対清戦争、農民反乱が続々と発生し、軍事活動が頻発した時代
と言える。中国の歴史を概観すれば、王朝が国内外反乱を平定する過程において地方の権
力が強くなり、地方の行政・軍政・財政を握る地方官が軍閥化する傾向がある。例えば、
後漢は黄巾の乱を収拾する能力がなく、その反乱を鎮圧するため、各地方を強力にまとめ
て中央に結びつけ、各州に軍政・民政を取り仕切る州牧を置いた。結局、それは地方が中
央から分離する傾向を助長し、軍閥割拠の様相を呈した。そして西晋滅亡後、長い間南北
に分裂していた中国を再統一した隋・唐王朝は、安史の乱を平定した後、もはや統一国家
ではなくなり、各地に軍閥勢力が割拠し半独立の状態にあった。明朝制度をほぼ継承した
清朝の場合は、太平天国の乱を経て、財政に対する戸部の統制能力が大幅に縮退し、地方
長官たる総督・巡撫の掌握する省財政が、事実上の地方財政の体系として形成された。つ
まり、中央が地方に対して財政の統轄を喪失したこと、換言すれば中央財政の崩壊は諸王
朝の末期的症状と言えよう。しかしながら、本論文の分析によれば、このような国内での
大規模な反乱を経て地方が中央から分離する傾向は明末においては見出しがたい。かえっ
て、財政管理の収入・支出面から見れば、中央は財政管理を強化していた。その財政管理
を強化する基盤となったのは、恐らく戸部による財政管理が細分化・専門化することにあ
ったと言えよう。したがって、財政管理の細分化・専門化に加えて、考成法によって財政
収入の管理を、辺鎮への餉司の派遣によって財政支出の管理を強化したため、明末のよう
な軍事活動が頻発した時代においても、中央財政は崩壊を免れただけでなく、かえって強
化されていたのである。 
 
 
 
 
 
 
